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1 これらは 1942 年後半から 1943 年初めにかけて設立され、例えば愛知県なら「愛知県自動車配給(株)」
が当初の商号だった。自配はその後、稀な例外を除き、1943 年末から 1944 年初めにかけて「○○県（ま
たは都、道、府）自動車整備配給(株)」に、戦後の 1945 年末から翌 1946 年初めにかけて｢○○自動車販
売(株)｣に商号を変更するが、本稿では時期に関係なく「自配」の略称を用いる。 
























2. 戦前・戦時の自動車販売企業家 －山口昇と菊池武三郎－ 
 
2.1 国産車販売に至るキャリア 


























































                                                  
3 本節の菊池武三郎に関する叙述は、特に注記がない場合は同書に依拠する。 

















































表 1 日配・自配一元化案に関する折衝活動 











































                                                  
6 そのため、菊池の自配経営者としての活動は、山口とはまた違った様相を呈したと思われる。 








3.1 系列別販売機構への起爆剤 －「リバート見解」と「船橋会議」－ 
 本稿における本節以降の考察時期においては、自動車産業は戦時とは異なる意味で、将

























画して行うとしていた。1946 年 2 月 7 日には、同案の説明のため、商工省の事務官 2 名
と内田慶三が GHQ 経済科学局反トラスト部長リバートを訪問した。リバートはこの案を
了解し、その場で要望された戦時の自動車配給機構整備要綱の撤廃も諒承した。また、彼
                                                  
7 GHQ占領政策一般については三和（1989）、自動車工業への影響については主にトヨタ自動車工業株
式会社社史編集委員会編（1967）、日産自動車株式会社総務部調査課編（1965）に依拠した。 
8 例えば、菊池の奈良自配は 1945 年 12 月 25 日に奈良自動車販売(株)に変更決議を行った（『奈良トヨ
タ自動車株式會社閉鎖登記簿謄本』（昭和 35 年 11 月 19 日閉鎖分、奈良地方法務局））。 
9 以下、本節本項の記述で特に注記がない場合は、同書による。 




















































































に関する件」が、全国の自配に対して 6 月 18 日に通達された。 
                                                  
12 神谷正太郎については下川（1976）なども参照。 
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表 2 系列別ディーラーの開設年月 
年 月 トヨタ系 日産系 
5 岡山 ━ 
6 青森 ━ 
7 石川,*福井 福井,岩手,*石川 














12 熊本,香川,*長野,*島根,山梨 *山梨,島根,鳥取,*佐賀,神奈川,和歌山 
1 秋田 *東京,大分,山口,北海道,*千葉 
2 ━ 長野 
3 旭川 *宮城,*埼玉 
4 鳥取 ━ 
1947 
11 ━ *岡山 
2 ━ *大阪 
1949 
4 *福岡 ━ 
注：(1)愛媛県の日産系は開設時期が不明のため掲載していない。(2) * は自配が商号変更。 
（出所）芦田（2005、p.85）、芦田（2007、無頁の表 3）をもとに『情熱着火温度上昇 ON-DO』（福
井トヨタ自動車株式会社パンフレット、発行年不明）と『福井日産自動車販賣株式会社閉鎖登







8 月と翌 9 月に集中していた。8 月に開設したトヨタ系ディーラー中、商号変更の社内決
議を 13 日に、登記を 15 日に行った滋賀トヨタ販売(株) 16以下が、組合決議後に意思を決
した自配であろう。8 月・9 月には、奈良の菊池はもとより山口の岡村時一、富山の品川
忠蔵、宮崎の日高安壮といった旧日産系の自配代表者17が、トヨタ系に進路を決めた。組




15 芦田（2007）の無頁の表 3 は、時期的な推移を視覚的に表現している。 
16 『滋賀トヨタ自動車株式会社閉鎖登記簿謄本』（昭和 34 年 11 月 27 日閉鎖分、大津地方法務局）。 
17 それぞれ『山口日産自動車株式會社閉鎖登記簿謄本』（昭和 19 年 4 月 1 日閉鎖分、山口地方法務局）
および『山口トヨタ自動車株式会社閉鎖登記簿謄本』（昭和 25 年 9 月 4 日閉鎖分、同前）、「品川グルー
プ 80 年史」編集委員会編（1998）、『宮崎ニッサン自動車株式會社閉鎖登記簿謄本』（昭和 24 年 7 月 15





商号変更による 13 社を含めた 21 ディーラーが開設された。対照的に、日産系に変更した
自配は 1 社のみで、その他の手段を含めても 7 ディーラーしか開設されていなかった。9
月 30 日には岩手の高橋佐太郎も自らの自配でトヨタ系への商号変更決議を行い、翌 10 月
1 日には正式に登記を行った18。10 月には同社に続き、前述の佐賀トヨタ販売などの新規
設立ディーラーも続々と、かつ地域内で日産系に先んじて開設された。全国的な系列の構

























                                                                                                                                                  
日閉鎖、宮崎地方法務局）および宮崎トヨタ自動車株式会社編（1976）。 
18 『岩手トヨタ自動車株式會社閉鎖登記簿謄本』（昭和 41 年 6 月 30 日閉鎖分、盛岡地方法務局）。 






































                                                  
21 これまでの研究では、この会は、トヨタが自配代表者を囲い込むための舞台設定としての側面が過度
に強調されてきたように思われる。 











時、三重トヨタ自動車株式会社取締役相談役）の証言（筆者インタビュー、1998 年 8 月 20 日、於・三
重トヨタ自動車株式会社本社）からも、菊池の影響は広範に及んでいたことが伺える。 































































ると、全都道府県のトヨタ・日産系ディーラーの開設がほぼ終わった 1947 年 2 月（表 2





表 3 自配に存在した「基本目的」以外の事業目的（1946 年 6 月 18 日現在） 
自配 事業目的 追加年月 
栃木自配 石油代用燃料使用装置取付並ニ修繕加工 1944 年 2 月
自動車用機関並ニ自動車部分品ノ再生加工 1944 年 3 月
石油代用燃料使用装置ノ製造買取販賣並ニ取付及修理加工 1945 年 7 月愛知自配 
自動車車体、特殊自動車並ニ同部分品同附属品ノ製作販賣及改造修理 1946 年 2 月
奈良自配 前號ニ関聯スル事業ニ対スル投資融資及債務ノ保證 設立時より 
徳島自配 前號ニ関聯スル事業ニ対スル投資融資及債務ノ保證 設立時より 
鹿児島自配 代燃機取付ニ関スル一切ノ業務 不明 
注：基準日は、運輸省陸運管理局長通牒「自動車配給機構改善方に関する件」の発令日である。 

















































                                                  











定できない。しかし、同社は 1953 年 12 月に奈良トヨタに吸収されたことから、少なくともある時期か
らは、同社は奈良トヨタの分工場の役割を果たしたこと、そうでない時期においても、菊池がその裁量に
よって、同社に奈良トヨタの機能を補完させることができたことが推測される。（『株式会社双子商會閉鎖
登記簿謄本』（昭和 28 年 12 月 17 日閉鎖、奈良地方法務局））。 




























































愛知トヨタ自動車株式会社編(1972)『愛知トヨタ 25 年史・別冊 自動車挺身記』愛知トヨタ自
動車株式会社。 












所編『自動車とその世界』1975 年 9 月号、トヨタ自動車販売株式会社、pp.2-12。 





車 經營資料篇』1944 年 3 月号、自動車資料社、pp.27-29。 
是間三郎(1985a)「ドキュメント戦時自動車販売史 第 9 回 ＜第六話＞自配の抵抗」日本自動
車販売協会連合会編・刊『自動車販売』1985 年 4 月号、pp.28-31。 
是間三郎(1985b)「ドキュメント戦時自動車販売史 第 10 回 ＜第六話＞自配の抵抗 －その二
－」上掲『自動車販売』1985 年 5 月号、pp.26-29。 
是間三郎(1985c)「ドキュメント戦時自動車販売史 第 11 回 ＜第六話＞自配の抵抗 －その三
－」上掲『自動車販売』1985 年 6 月号、pp.40-43。 
是間三郎(1985d)「ドキュメント戦時自動車販売史 第 12 回 ＜第六話＞自配の抵抗 －その四
－」上掲『自動車販売』1985 年 7 月号、pp.28-31。 
是間三郎(1986a)「ドキュメント戦後自動車販売史④曙光」上掲『自動車販売』1986 年 3 月号、
pp.42-45。 
是間三郎(1986b)「ドキュメント戦後自動車販売史⑤自由販売への道(1)」上掲『自動車販売』
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